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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第10期
第２四半期
連結累計期間

第11期
第２四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自　2012年４月１日
至　2012年９月30日

自　2013年４月１日
至　2013年９月30日

自　2012年４月１日
至　2013年３月31日

収益
(百万円)

903,512 904,008
1,747,750

(第２四半期連結会計期間) (435,797) (444,317)

税引前四半期利益
及び税引前利益

(百万円) 19,386 26,301 28,052

四半期(当期)純利益
(親会社の所有者に帰属) (百万円)

12,390 13,994
13,448

(第２四半期連結会計期間) (5,413) (6,049)

四半期(当期)包括利益
(親会社の所有者に帰属)

(百万円) △12,993 42,984 56,171

売上高
(百万円)

1,959,827 2,002,158
3,934,456

(第２四半期連結会計期間) (949,219) (994,735)

親会社の所有者に帰属
する持分

(百万円) 315,178 427,668 382,589

総資産額 (百万円) 2,060,774 2,165,469 2,150,050

基本的１株当たり四半期
(当期)利益
(親会社の所有者に帰属) (円)

9.90 11.19
10.75

(第２四半期連結会計期間) (4.33) (4.84)

希薄化後１株当たり四半期
(当期)利益
(親会社の所有者に帰属)

(円) 9.90 11.18 10.75

親会社所有者帰属持分比率 (％) 15.3 19.7 17.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 47,528 41,793 55,124

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △19,726 △12,343 △11,652

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △51,815 △29,359 △56,177

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 396,182 428,050 424,371

(注)　１　第10期(通期)より国際会計基準(以下「IFRS」という。)により連結財務諸表を作成しております。

２　売上高は、日本の総合商社で一般的に用いられる指標であり、当社グループが当事者として行った取引額

及び当社グループが代理人として関与した取引額の合計であります。

   当該売上高はIFRSに基づく収益と同義ではなく、代替されるものでもありません。

３　収益及び売上高には、消費税等は含まれておりません。

４　収益、四半期純利益（親会社の所有者に帰属）、売上高、基本的１株当たり四半期利益（親会社の所有者

に帰属）の( )内の数字は、四半期連結会計期間に係る当該金額であります。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年

度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

 当連結会計年度の第２四半期連結累計期間（2013年４～９月）は、新興国および資源国経済の先行き

が不透明感に包まれるなか、先進国における経済状況は比較的堅調に推移しました。

　米国は、政府債務問題に端を発した歳出削減と増税が経済を減速させる懸念はありましたが、自動車

販売台数、住宅着工件数をはじめとする経済指標は堅調に推移、労働市場においては雇用も改善傾向と

なり、景気は引き続き緩やかな拡大軌道を辿りました。

　欧州は、失業率の高さや財政の脆弱さによる根強い信用逼迫懸念が不安材料としてあるものの、ドイ

ツに牽引される形でユーロ圏の４～６月期のGDPが７四半期ぶりにプラス成長に転じるなど、景気回復

の兆しを見せ始めました。　

　中国は、経済成長を維持したものの、金融引き締めによる構造調整を目指す政策により経済成長率に

若干鈍化がみられました。

 アジア新興国においては、米国における量的緩和縮小の観測を背景とした資金流出の動きが８月後半

から顕著となり、特に経常赤字などの構造的な問題を抱える国においては、自国通貨安が大きく進み、

輸入インフレと内需鈍化の懸念が経済の不安要素となりました。　

　日本は、日銀による大規模な金融緩和をはじめとした経済政策を受け、好調な国内消費、円安、株高

に支えられ堅調な成長を維持しており、デフレ脱却に向けた動きが続いております。

　
　当第２四半期連結累計期間の当社グループの業績につきましては、下記のとおりであります。

 

 当第２四半期連結累計期間の収益は、前期に石油製品等の販売子会社を売却した影響などによるエネ

ルギー・金属での減少がありましたが、飼料原料取引の増加や海外肥料事業の円安の影響などによる生

活産業での増加、海外自動車事業の円安の影響などによる機械での増加により、9,040億8百万円と前年

同期と同水準となりました。

　売上総利益は、海外自動車事業の増益などによる機械での増益、海外肥料事業の増益などによる生活

産業での増益により、前年同期比43億96百万円増加の994億66百万円となりました。

　営業活動に係る利益は、売上総利益の増益により前年同期比19億円増加の213億20百万円となりまし

た。

　税引前四半期利益は、営業活動に係る利益の増益に加え、持分法による投資損益の改善などにより前

年同期比69億15百万円増加の263億1百万円となりました。

　四半期純利益は、税引前四半期利益263億1百万円から、法人所得税費用94億22百万円を控除した結

果、168億79百万円となりました。また、四半期純利益（当社株主帰属）は前年同期比16億4百万円増加

し、139億94百万円となりました。

　四半期包括利益は、四半期純利益の増益に加え、円安に伴い在外営業活動体の換算差額が改善したこ

となどにより、前年同期比572億12百万円改善の462億76百万円となりました。また、四半期包括利益

（当社株主帰属）は前年同期比559億77百万円改善の429億84百万円となりました。

　
　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
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(機械)

収益は、海外自動車事業での円安の影響などにより、1,833億81百万円と前年同期比12.1％の増加

となりました。四半期純利益（当社株主帰属）は前年同期比19億71百万円改善し、16億43百万円と

なりました。　

　
(エネルギー・金属)

収益は、前期に石油製品等の販売子会社を売却した影響などにより、2,266億46百万円と前年同期

比29.2％の減少となりました。持分法による投資損益の改善などにより、四半期純利益（当社株主

帰属）は前年同期比10億94百万円増加し、41億37百万円となりました。　

　
(化学)

収益は、円安の影響に伴う在外子会社での増加などにより、1,832億86百万円と前年同期比6.7％の

増加となりました。四半期純利益（当社株主帰属）は前年同期比6億37百万円増加の40億7百万円と

なりました。

　
(生活産業)

収益は、飼料原料取引の増加や海外肥料事業での円安の影響などにより、2,650億67百万円と前年

同期比17.6％の増加となりました。四半期純利益（当社株主帰属）は前年同期比15億9百万円増加

の50億10百万円となりました。　

　
(その他)

収益は、販売用不動産の売却により、456億26百万円と前年同期比99.7％の増加となりました。四

半期純利益（当社株主帰属）は前年同期比15億78百万円増加し、29億65百万円となりました。

                                                      

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローは

417億93百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローは123億43百万円の支出、財務活動による

キャッシュ・フローは293億59百万円の支出となりました。これに現金及び現金同等物に係る換算差額

を調整した結果、当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は4,280億50百万円

となりました。

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間の営業活動による資金は417億93百万円の収入となり、前年同期比57億35

百万円の収入減少となりました。当期は営業債務及びその他の債務の減少などの支出がありましたが、

営業債権及びその他の債権の減少や四半期純利益などによる収入が支出を上回りました。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間の投資活動による資金は123億43百万円の支出となり、前年同期比73億83

百万円の支出減少となりました。当期は長期貸付金の回収や投資有価証券の売却などの収入がありまし

たが、権益関連の設備投資や投資有価証券の取得などの支出が収入を上回りました。　

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間の財務活動による資金は293億59百万円の支出となり、前年同期比224億56

百万円の支出減少となりました。当期は借入金による調達や社債の発行などの収入がありましたが、長

期借入金の返済や社債の償還などの支出が収入を上回りました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はなく、「中期経営計画 2014」～Change for Challenge～の基本方針、目標

とする指標に変更はありません。

　
(4) 研究開発活動

　特記事項はありませ

ん。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
(5) 資本の財源と資金の流動性及び調達状況についての分析

　　①　財政状態

 当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前期末比154億19百万円増加の2兆1,654億69百万円とな

りました。前期の末日が金融機関の休日であったことによる影響などにより営業債権及びその他の債権

（流動）が減少しましたが、その他の投資が株価の変動などに伴い増加したことなどによるものです。

　負債合計は前期末比324億1百万円減少の1兆7,063億50百万円となりました。前期の末日が金融機関の

休日であったことによる影響などにより営業債務及びその他の債務（流動）が減少したことや、借入金

が返済に伴い減少したことなどによるものです。

　資本のうち当社株主に帰属する持分合計は、為替及び株価の変動などによるその他の資本の構成要素

の改善や、親会社の所有者に帰属する四半期純利益の積み上がりにより、前期末比450億79百万円増加

の4,276億68百万円となりました。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末の流動比率は163.6％、長期調達比率は80.2％、自己資本比

率（※）は19.7％となりました。また、有利子負債総額から現金及び現金同等物、及び定期預金を差し

引いたネット有利子負債は前期末比269億87百万円減少の6,163億36百万円となり、ネット有利子負債倍

率は1.4倍となりました。

　
　※自己資本比率は、当社株主に帰属する持分比率を示しております。

　
　　②　資金の流動性と資金調達について

 当社グループは、「中期経営計画 2014」におきましても、従来と同様に、資金調達構造の安定性維

持・向上を財務戦略の基本方針としております。引き続き現状の長期調達比率を維持することで安定的

な資金調達構造の構築を図るとともに、経済・金融環境の変化に備えて十分な手元流動性を確保するこ

とにより、安定した財務基盤の維持に努めております。

　長期資金調達手段のひとつである普通社債発行につきましては、2013年４月、５月にそれぞれ100億

円を発行いたしました。また、10月に入り、当社としては最長年限となる７年債100億円を発行してお

ります。引き続き金利や市場動向を注視し適切なタイミング、コストでの起債を検討して参ります。

　また、資金調達の機動性及び流動性確保の補完機能を高めるため、円貨1,000億円及びマルチカレン

シー型3億米ドル相当額のコミットメントライン契約を維持しております。

　
(6) 主要な設備

　当社グループでは、子会社を設立し、青森県上北郡六ヶ所村、北海道斜里郡、愛知県知多郡、熊本県

球磨郡の４か所にて、プロジェクト総事業費約350億円のメガソーラー（大規模太陽光発電）事業を運

営することといたしました。発電設備の建設を進め、2016年末までに順次完工を予定しております。

　
※将来情報に関するご注意

上記の文中における将来に関する事項は、現在入手可能な情報から当社が当四半期連結会計期間の末日

現在において合理的であるとした判断及び仮定に基づいて記載しております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,500,000,000

計 2,500,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2013年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2013年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,251,499,501 1,251,499,501
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株
であります。

計 1,251,499,501 1,251,499,501 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

 2013年７月１日～
 2013年９月30日

― 1,251,499,501 ― 160,339 ― 152,160
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(6) 【大株主の状況】

                                                                               2013年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社　(注)

東京都中央区晴海一丁目８－11 129,215 10.32

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社　(注)

東京都港区浜松町二丁目11－３ 34,147 2.73

ゴールドマンサックスインターナ
ショナル
（常任代理人　ゴールドマン・
サックス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, UNITED
KINGDOM
(東京都港区六本木六丁目10－１)

20,221 1.62

ビ－ビ－エイチボストンジ－エム
オ－インタ－ナシヨナルイントリ
ンシツクバリユ－
（常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行）

40 WATER STREET, BOSTON MA 02109 USA
(東京都千代田区丸の内二丁目７－１)

18,303 1.46

ステートストリートバンクアンド
トラストカンパニー505225
(常任代理人　株式会社みずほ銀
行)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 USA
(東京都中央区月島四丁目16－13)

17,375 1.39

資産管理サービス信託銀行株式会
社　(注)

東京都中央区晴海一丁目８－12 15,954 1.27

ザチェースマンハッタンバンクエ
ヌエイロンドンエスエルオムニバ
スアカウント
（常任代理人　株式会社みずほ銀
行）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON EC2P
2HD, UNITED KINGDOM
(東京都中央区月島四丁目16－13)

14,185 1.13

メロンバンクエヌエーアズエー
ジェントフォーイッツクライアン
トメロンオムニバスユーエスペン
ション
(常任代理人　株式会社みずほ銀
行)

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108 USA
(東京都中央区月島四丁目16－13)

13,816 1.10

ステートストリートバンクウェス
トクライアントトリーティー
（常任代理人　株式会社みずほ銀
行）

1776 HERITAGE DRIVE, NORTH QUINCY, MA 02171,
USA
(東京都中央区月島四丁目16－13)

12,447 0.99

ＳＳＢＴ 　ＯＤ０５ 　ＯＭＮＩＢ
ＵＳ　ＡＣＣＯＵＮＴ － ＴＲＥ
ＡＴＹ　ＣＬＩＥＮＴＳ
（常任代理人　香港上海銀行）

338　PITT STREET SYDNEY NSW 2000 AUSTRALIA
(東京都中央区日本橋三丁目11－１)

12,098 0.97

計 ― 287,766 22.99

　

(注) 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 123,614千株

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 30,326千株

 資産管理サービス信託銀行株式会社(信託口) 14,091千株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2013年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

 無議決権株式 ― ― ―

 議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

 議決権制限株式(その他) ― ― ―

 完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式 422,600

― 単元株式数は100株であります。

（相互保有株式）
普通株式 200,000

― 単元株式数は100株であります。

 完全議決権株式(その他)
普通株式
  1,249,992,500

12,499,925 単元株式数は100株であります。

 単元未満株式
普通株式
        884,401

― １単元(100株)未満の株式

 発行済株式総数     1,251,499,501 ― ―

 総株主の議決権 ― 12,499,925 ―

(注) １　単元未満株式に含まれる自己株式は下記のとおりであります。

双日株式会社 　70株

２　「完全議決権株式(その他)」には、株式会社証券保管振替機構名義の失念登録の株式2,400株（議決権24

個）が含まれております。

　

② 【自己株式等】

 2013年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

双日株式会社(自己保有株式)
東京都千代田区内幸町
二丁目１－１

422,600 ― 422,600 0.03

フジ日本精糖株式会社
(相互保有株式)

東京都中央区日本橋
茅場町一丁目４－９

200,000 ― 200,000 0.02

計 ― 622,600 ― 622,600 0.05

(注) 双日株式会社（自己保有株式）の株式数は、単元未満株式70株を除く株式数により記載しております。

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

(平成19年内閣府令第64号)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下「IAS第34

号」という。)に準拠して作成しております。

　

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2013年７月１日

から2013年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2013年４月１日から2013年９月30日まで)に係る

要約四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前連結会計年度末
(2013年３月31日)

当第２四半期連結会計期間末
(2013年９月30日)

資産 　 　 　

流動資産 　 　 　

現金及び現金同等物 　 424,371 428,050

定期預金 　 9,313 10,659

営業債権及びその他の債権 　 508,690 491,316

デリバティブ金融資産 　 4,100 5,575

棚卸資産 　 297,389 298,654

未収法人所得税 　 4,778 4,066

その他の流動資産 　 41,231 44,231

小計 　 1,289,875 1,282,555

売却目的で保有する資産 　 1,303 4,182

流動資産合計 　 1,291,178 1,286,737

非流動資産 　 　 　

有形固定資産 ５ 231,840 230,325

のれん 　 45,725 45,971

無形資産 　 63,207 58,469

投資不動産 　 40,055 35,966

持分法で会計処理されている投資 　 279,815 297,385

営業債権及びその他の債権 　 62,963 61,028

その他の投資 　 114,596 131,026

デリバティブ金融資産 　 229 74

その他の非流動資産 　 10,976 10,076

繰延税金資産 　 9,461 8,407

非流動資産合計 　 858,871 878,732

資産合計 　 2,150,050 2,165,469
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　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前連結会計年度末
(2013年３月31日)

当第２四半期連結会計期間末
(2013年９月30日)

負債及び資本 　 　 　

負債 　 　 　

流動負債 　 　 　

営業債務及びその他の債務 　 515,989 506,744

社債及び借入金 ６ 258,375 209,041

デリバティブ金融負債 　 15,952 11,291

未払法人所得税 　 7,038 5,651

引当金 　 1,419 2,699

その他の流動負債 　 50,150 51,066

流動負債合計 　 848,926 786,495

非流動負債 　 　 　

社債及び借入金 ６ 818,632 846,004

営業債務及びその他の債務 　 9,816 9,090

デリバティブ金融負債 　 1,884 1,506

退職給付に係る負債 　 16,158 16,652

引当金 　 18,892 19,884

その他の非流動負債 　 7,313 7,403

繰延税金負債 　 17,127 19,312

非流動負債合計 　 889,824 919,855

負債合計 　 1,738,751 1,706,350

資本 　 　 　

資本金 　 160,339 160,339

資本剰余金 　 146,518 146,517

自己株式 　 △148 △149

その他の資本の構成要素 　 62,826 91,202

利益剰余金 　 13,053 29,758

親会社の所有者に帰属する持分合計 　 382,589 427,668

非支配持分 　 28,709 31,450

資本合計 　 411,298 459,118

負債及び資本合計 　 2,150,050 2,165,469
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(2) 【要約四半期連結純損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
(自2012年４月１日
至2012年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自2013年４月１日
至2013年９月30日)

収益 　 　 　

商品の販売に係る収益 　 862,466 862,549

サービス及びその他の販売に係る収益 　 41,046 41,459

収益合計 　 903,512 904,008

原価 　 △808,442 △804,541

売上総利益 　 95,070 99,466

販売費及び一般管理費 　 △75,478 △76,640

その他の収益・費用 　 　 　

固定資産除売却損益 　 933 △72

固定資産減損損失 　 △819 △298

関係会社売却益 　 93 516

関係会社整理損 　 △380 △235

その他の収益 　 5,524 4,587

その他の費用 　 △5,522 △6,002

その他の収益・費用合計 　 △170 △1,505

営業活動に係る利益 　 19,420 21,320

金融収益 　 　 　

受取利息 　 2,484 2,703

受取配当金 　 1,699 1,761

その他の金融収益 　 177 7

金融収益合計 　 4,361 4,471

金融費用 　 　 　

支払利息 　 △10,949 △10,194

金融費用合計 　 △10,949 △10,194

持分法による投資損益 　 6,554 10,703

税引前四半期利益 　 19,386 26,301

法人所得税費用 　 △4,378 △9,422

四半期純利益 　 15,007 16,879

　 　 　 　

四半期純利益の帰属： 　 　 　

親会社の所有者 　 12,390 13,994

非支配持分 　 2,617 2,885

計 　 15,007 16,879

　 　 　 　

１株当たり四半期利益 　 　 　

基本的１株当たり四半期利益(円) ８ 9.90 11.19

希薄化後１株当たり四半期利益(円) ８ 9.90 11.18
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【第２四半期連結会計期間】

　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
(自2012年７月１日
至2012年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自2013年７月１日
至2013年９月30日)

収益 　 　 　

商品の販売に係る収益 　 415,321 423,354

サービス及びその他の販売に係る収益 　 20,475 20,962

収益合計 　 435,797 444,317

原価 　 △389,003 △394,804

売上総利益 　 46,793 49,512

販売費及び一般管理費 　 △36,989 △38,622

その他の収益・費用 　 　 　

固定資産除売却損益 　 822 38

固定資産減損損失 　 △485 △69

関係会社売却益 　 26 450

関係会社整理損 　 △205 △68

その他の収益 　 2,584 2,099

その他の費用 　 △2,146 △3,204

その他の収益・費用合計 　 596 △753

営業活動に係る利益 　 10,400 10,135

金融収益 　 　 　

受取利息 　 1,235 1,318

受取配当金 　 386 481

その他の金融収益 　 204 －

金融収益合計 　 1,826 1,800

金融費用 　 　 　

支払利息 　 △5,406 △5,042

その他の金融費用 　 － △3

金融費用合計 　 △5,406 △5,046

持分法による投資損益 　 2,778 5,444

税引前四半期利益 　 9,599 12,334

法人所得税費用 　 △2,631 △4,709

四半期純利益 　 6,967 7,624

　 　 　 　

四半期純利益の帰属： 　 　 　

親会社の所有者 　 5,413 6,049

非支配持分 　 1,553 1,575

計 　 6,967 7,624

　 　 　 　

１株当たり四半期利益 　 　 　

基本的１株当たり四半期利益(円) ８ 4.33 4.84

希薄化後１株当たり四半期利益(円) ８ 4.32 4.83
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(3) 【要約四半期連結純損益及びその他の包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
(自2012年４月１日
至2012年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自2013年４月１日
至2013年９月30日)

四半期純利益 　 15,007 16,879

その他の包括利益 　 　 　

純損益に振り替えられることのない項目 　 　 　

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

　 △12,967 13,585

確定給付制度の再測定 　 49 △14

純損益に振り替えられることのない
項目合計

　 △12,917 13,570

純損益にその後に振り替えられる
可能性のある項目

　 　 　

在外営業活動体の換算差額 　 △14,803 16,503

キャッシュ・フロー・ヘッジ 　 1,776 △677

純損益にその後に振り替えられる
可能性のある項目合計

　 △13,026 15,826

税引後その他の包括利益 　 △25,944 29,396

四半期包括利益 　 △10,936 46,276

四半期包括利益の帰属： 　 　 　

親会社の所有者 　 △12,993 42,984

非支配持分 　 2,056 3,291

計 　 △10,936 46,276
　 　 　 　

　

【第２四半期連結会計期間】

　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前第２四半期連結会計期間
(自2012年７月１日
至2012年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自2013年７月１日
至2013年９月30日)

四半期純利益 　 6,967 7,624

その他の包括利益 　 　 　

純損益に振り替えられることのない項目 　 　 　

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

　 △4,028 6,667

確定給付制度の再測定 　 61 129

純損益に振り替えられることのない
項目合計

　 △3,966 6,797

純損益にその後に振り替えられる
可能性のある項目

　 　 　

在外営業活動体の換算差額 　 △5,852 4,252

キャッシュ・フロー・ヘッジ 　 287 1,482

純損益にその後に振り替えられる
可能性のある項目合計

　 △5,564 5,734

税引後その他の包括利益 　 △9,531 12,532

四半期包括利益 　 △2,563 20,157

四半期包括利益の帰属： 　 　 　

親会社の所有者 　 △3,996 18,686

非支配持分 　 1,432 1,470

計 　 △2,563 20,157
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(4) 【要約四半期連結持分変動計算書】

　 　 (単位：百万円)

　
注記

番号

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

在外営業活動体
の換算差額

その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定する
金融資産

キャッシュ・
フロー・ヘッジ

2012年４月１日残高 　 160,339 146,518 △147 △12,543 37,083 △960

四半期純利益 　 　 　 　 　 　 　

その他の包括利益 　 　 　 　 △14,218 △12,924 1,709

四半期包括利益 　  ―  ―  ― △14,218 △12,924 1,709

自己株式の取得 　 　 △0 △0 　 　 　

配当金 ７ 　 　 　 　 　 　

支配が継続している子会社に
対する親会社の持分変動

　 　 　 　 　 　 　

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

　 　 　 　 　 8,280 　

その他の増減 　 　 　 　 　 　 　

所有者との取引等合計 　  ― △0 △0  ― 8,280  ―

2012年９月30日残高 　 160,339 146,518 △148 △26,761 32,439 748

　

2013年４月１日残高 　 160,339 146,518 △148 20,038 44,332 △1,543

四半期純利益 　 　 　 　 　 　 　

その他の包括利益 　 　 　 　 16,158 13,526 △679

四半期包括利益 　  ―  ―  ― 16,158 13,526 △679

自己株式の取得 　 　 △0 △0 　 　 　

配当金 ７ 　 　 　 　 　 　

支配が継続している子会社に
対する親会社の持分変動

　 　 　 　 　 　 　

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

　 　 　 　 　 △ 629 　

その他の増減 　 　 　 　 　 　 　

所有者との取引等合計 　  ― △0 △0  ― △ 629  ―

2013年９月30日残高 　 160,339 146,517 △149 36,196 57,228 △2,222
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　 　 (単位：百万円)

　
注記

番号

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計

その他の資本の構成要素

利益剰余金
親会社の所有者
に帰属する持分

合計
確定給付制度

の
再測定

その他の資本
の構成要素合

計

2012年４月１日残高 　  ― 23,580 △327 329,962 25,218 355,180

四半期純利益 　 　 　 12,390 12,390 2,617 15,007

その他の包括利益 　 49 △25,384 　 △25,384 △560 △25,944

四半期包括利益 　 49 △25,384 12,390 △12,993 2,056 △10,936

自己株式の取得 　 　 　 　 △0 　 △0

配当金 ７ 　 　 △1,876 △1,876 △268 △2,144

支配が継続している子会社に
対する親会社の持分変動

　 　 　 △36 △36 65 29

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

　 △49 8,231 △8,231  ― 　  ―

その他の増減 　 　 　 121 121 △690 △568

所有者との取引等合計 　 △49 8,231 △10,022 △1,791 △892 △2,683

2012年９月30日残高 　  ― 6,427 2,041 315,178 26,382 341,560

　

2013年４月１日残高 　  ― 62,826 13,053 382,589 28,709 411,298

四半期純利益 　 　 　 13,994 13,994 2,885 16,879

その他の包括利益 　 △14 28,990 　 28,990 406 29,396

四半期包括利益 　 △14 28,990 13,994 42,984 3,291 46,276

自己株式の取得 　 　 　 　 △1 　 △1

配当金 ７ 　 　 △1,876 △1,876 △305 △2,181

支配が継続している子会社に
対する親会社の持分変動

　 　 　 2 2 △2 △0

その他の資本の構成要素から
利益剰余金への振替

　 14 △615 615  ― 　  ―

その他の増減 　 　 　 3,969 3,969 △242 3,727

所有者との取引等合計 　 14 △615 2,710 2,094 △550 1,544

2013年９月30日残高 　  ― 91,202 29,758 427,668 31,450 459,118
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(5) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　 　 (単位：百万円)

　
注記
番号

前第２四半期連結累計期間
(自2012年４月１日
至2012年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自2013年４月１日
至2013年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

四半期純利益 　 15,007 16,879

減価償却費及び償却費 　 15,120 19,698

固定資産減損損失 　 819 298

金融収益及び金融費用 　 6,588 5,723

持分法による投資損益(△は益) 　 △6,554 △10,703

固定資産除売却損益(△は益) 　 △933 72

法人所得税費用 　 4,378 9,422

営業債権及びその他の債権の増減(△は増加) 　 47,283 26,924

棚卸資産の増減(△は増加) 　 △3,295 △130

営業債務及びその他の債務の増減(△は減少) 　 △21,069 △14,973

退職給付に係る負債の増減(△は減少) 　 92 344

その他 　 △3,888 △3,198

小計 　 53,550 50,356

利息の受取額 　 2,414 2,478

配当金の受取額 　 10,098 8,743

利息の支払額 　 △11,123 △10,596

法人所得税の支払額 　 △7,411 △9,189

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 47,528 41,793

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

有形固定資産の取得による支出 　 △15,991 △12,976

有形固定資産の売却による収入 　 4,919 1,703

無形資産の取得による支出 　 △4,861 △1,477

短期貸付金の増減額(△は増加) 　 △82 △1,165

長期貸付けによる支出 　 △2,961 △1,817

長期貸付金の回収による収入 　 519 2,490

子会社の取得による収支(△は支出) 　 ― 10

子会社の売却による収支(△は支出) 　 △4,309 194

投資の取得による支出 　 △1,693 △6,729

投資の売却による収入 　 4,443 2,620

その他 　 291 4,803

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △19,726 △12,343

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの
増減(△は減少）

　 △15,018 △3,266

長期借入れによる収入 　 84,821 82,093

長期借入金の返済による支出 　 △94,074 △105,090

社債の発行による収入 　 9,953 19,927

社債の償還による支出 　 △35,000 △20,000

非支配持分株主からの子会社持分取得
による支出

　 △40 △0

非支配持分株主からの払込による収入 　 71 48

自己株式の取得による支出 　 △0 △1

配当金の支払額 ７ △1,876 △1,876

非支配持分株主への配当金の支払額 　 △268 △305

その他 　 △383 △889

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △51,815 △29,359

現金及び現金同等物の増減(△は減少) 　 △24,012 90

現金及び現金同等物の期首残高 　 425,595 424,371

現金及び現金同等物に係る換算差額 　 △5,400 3,588

現金及び現金同等物の四半期末残高 　 396,182 428,050
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【注記事項】

１　報告企業

双日株式会社(以下「当社」という。)は日本に所在する企業であります。その登記されている本社及び

主要な事業所の住所はホームページ(http://www.sojitz.com/jp/)で開示しております。当社の要約四半

期連結財務諸表は2013年９月30日を期末日とし、当社及び子会社(以下「当社グループ」という。)、並び

に当社グループの関連会社及び共同支配企業に対する持分により構成されております。当社グループは総

合商社として、物品の売買及び貿易業をはじめとした国内及び海外における各種製品の製造・販売やサー

ビスの提供、各種プロジェクトの企画・調整、各種事業分野への投資、並びに金融活動などグローバルに

多角的な事業を行っております。

　

２　作成の基礎

(1) 準拠している旨の記載

当社は「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第

１条の２に掲げる「特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、当社の要約四半期連

結財務諸表はIAS第34号に準拠して作成しております。従って、年次連結財務諸表で要求されている全

ての情報が含まれていないため、前連結会計年度の当社グループの連結財務諸表と併せて利用されるべ

きものであります。

要約四半期連結財務諸表は代表取締役社長　佐藤　洋二及び最高財務責任者　茂木　良夫によって

2013年11月13日に承認されております。

　

(2) 見積り及び判断の利用

要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用

の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を設定することが義務付けられております。実際の業績

はこれらの見積りとは異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。会計上の見積りの見直しによる影響

は、見積りを見直した会計期間及び将来の会計期間において認識しております。

要約四半期連結財務諸表における重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断は、前連結会計年度に

係る連結財務諸表と同様であります。
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３　重要な会計方針

以下に記載する事項を除き、当社グループが要約四半期連結財務諸表において適用する会計方針は、前

連結会計年度に係る連結財務諸表において適用した会計方針と同様であります。

　
(新たな基準書及び解釈指針の適用の影響)

当社は当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より強制適用となった以下の基準書及び解釈指針を適

用しております。

　

基準書 基準名 新設・改訂の概要

IFRS第７号 金融商品：開示 金融資産と金融負債の相殺に関する開示

IFRS第10号 連結財務諸表
単一の支配モデルの規定
(IAS第27号及びSIC第12号の差替)

IFRS第11号 共同支配の取決め
共同支配の取決めの区分及び持分法の義務付け
(IAS第31号及びSIC第13号の差替)

IFRS第12号 他の企業への関与の開示
子会社、共同支配の取決め、関連会社及び非連結の組成された
企業への関与に関する開示
(IAS第27号及びIAS第28号の該当箇所の差替)

IFRS第13号 公正価値測定
公正価値測定のフレームワークの確立及び公正価値に関する
開示規定

IAS第19号 従業員給付
数理計算上の差異及び過去勤務費用の認識、退職後給付の表示
及び開示

IAS第28号
関連会社及び共同支配企業に対する
投資

IFRS第10号、IFRS第11号及びIFRS第12号の公表に基づく変更

IFRIC第20号
露天掘り鉱山の生産段階における
剥土費用

露天掘り鉱山の生産段階における剥土費用に関する会計処理

　

それぞれの経過措置に準拠して適用しております。

上記IFRS第11号「共同支配の取決め」を適用した結果、前連結会計年度末及び当第２四半期連結会計期

間末の要約四半期連結財政状態計算書において、それぞれ有形固定資産が8,644百万円、8,274百万円増加

し、無形資産が8,644百万円、8,274百万円減少しております。

また、上記IFRIC第20号「露天掘り鉱山の生産段階における剥土費用」を適用した結果、前連結会計年

度末及び当第２四半期連結会計期間末の要約四半期連結財政状態計算書において、それぞれ棚卸資産が

5,540百万円、5,221百万円増加し、その他の流動資産が5,540百万円、5,221百万円減少しております。

　
その他の基準書及び解釈指針の適用による当社グループへの重要な影響はありません。
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４　セグメント情報

当社のセグメント情報は次のとおりであります。

　

前第２四半期連結累計期間(自 2012年４月１日　至 2012年９月30日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 調整額 連結
機械

エネル
ギー・金属

化学 生活産業 計

収益 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客からの収益 163,524 319,983 171,834 225,325 880,667 22,844 － 903,512

セグメント間収益 857 － 3 2 863 191 △1,055 －

収益合計 164,381 319,983 171,837 225,327 881,531 23,036 △1,055 903,512

セグメント利益
又は損失(△)

△328 3,043 3,370 3,501 9,588 1,387 1,414 12,390

　
セグメント利益又は損失(△)は、要約四半期連結純損益計算書の四半期純利益(親会社の所有者に帰

属)をもとに調整を行っております。

セグメント利益又は損失(△)の調整額1,414百万円には、当社において発生する実際の法人所得税費

用と、社内で設定している計算方法により各セグメントに配分した法人所得税費用との差異1,199百万

円、各セグメントに配分していない全社資産に関わる受取配当金等215百万円が含まれております。

　

当第２四半期連結累計期間(自 2013年４月１日　至 2013年９月30日)

　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 調整額 連結
機械

エネル
ギー・金属

化学 生活産業 計

収益 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客からの収益 183,381 226,646 183,286 265,067 858,381 45,626 － 904,008

セグメント間収益 784 － 4 1 789 170 △960 －

収益合計 184,165 226,646 183,290 265,069 859,171 45,797 △960 904,008

セグメント利益
又は損失(△)

1,643 4,137 4,007 5,010 14,798 2,965 △3,770 13,994

　
セグメント利益又は損失(△)は、要約四半期連結純損益計算書の四半期純利益(親会社の所有者に帰

属)をもとに調整を行っております。

セグメント利益又は損失(△)の調整額△3,770百万円には、当社において発生する実際の法人所得税

費用と、社内で設定している計算方法により各セグメントに配分した法人所得税費用との差異△3,952

百万円、各セグメントに配分していない全社資産に関わる受取配当金等182百万円が含まれておりま

す。
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５　有形固定資産

当社グループでは、子会社を設立し、青森県上北郡六ヶ所村、北海道斜里郡、愛知県知多郡、熊本県球

磨郡の４か所にて、プロジェクト総事業費約350億円のメガソーラー（大規模太陽光発電）事業を運営す

ることといたしました。発電設備の建設を進め、2016年末までに順次完工を予定しております。

　
６　社債

当第２四半期連結累計期間において、第26回無担保社債10,000百万円(利率0.87％、償還期限2017年４

月21日)及び第27回無担保社債10,000百万円(利率1.35％、償還期限2019年５月30日)を発行しておりま

す。

また、第17回無担保社債10,000百万円(利率2.19％、償還期限2013年５月31日)及び第19回無担保社債

10,000百万円(利率1.03％、償還期限2013年５月31日)を償還しております。

　
７　配当

　

前第２四半期連結累計期間（自　2012年４月１日　至　2012年９月30日）

(1) 配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2012年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,876 １円50銭 2012年３月31日 2012年６月27日

　
(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2012年11月２日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,876 １円50銭 2012年９月30日 2012年12月４日

　
当第２四半期連結累計期間（自　2013年４月１日　至　2013年９月30日）

(1) 配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2013年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,876 １円50銭 2013年３月31日 2013年６月26日

　
(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2013年11月６日
取締役会

普通株式 利益剰余金 2,502 ２円00銭 2013年９月30日 2013年12月３日
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８　１株当たり利益

第２四半期連結累計期間

(1) 基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益

　
前第２四半期連結累計期間
(自2012年４月１日
至2012年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自2013年４月１日
至2013年９月30日)

基本的１株当たり四半期利益(円) 9.90 11.19

希薄化後１株当たり四半期利益(円) 9.90 11.18

　
(2) 基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益の算定の基礎

　
前第２四半期連結累計期間
(自2012年４月１日
至2012年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自2013年４月１日
至2013年９月30日)

基本的１株当たり四半期利益及び
希薄化後１株当たり四半期利益の
計算に使用する四半期利益

　 　

親会社の所有者に帰属する四半期
利益(百万円)

12,390 13,994

親会社の普通株主に帰属しない
金額(百万円)

― ―

基本的１株当たり四半期利益の
計算に使用する四半期利益(百万円)

12,390 13,994

利益調整額 　 　

関連会社の発行する新株予約権
に係る調整額(百万円)

△2 △3

希薄化後１株当たり四半期利益の
計算に使用する四半期利益(百万円)

12,388 13,991

基本的１株当たり四半期利益及び
希薄化後１株当たり四半期利益の
計算に使用する普通株式の
加重平均株式数

　 　

基本的１株当たり四半期利益の
計算に使用する普通株式の
加重平均株式数(千株)

1,251,086 1,251,079

希薄化性潜在普通株式の影響　
(千株)

― ―

希薄化後１株当たり四半期利益
の計算に使用する普通株式の
加重平均株式数(千株)

1,251,086 1,251,079
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第２四半期連結会計期間

(1) 基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益

　
前第２四半期連結会計期間
(自2012年７月１日
至2012年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自2013年７月１日
至2013年９月30日)

基本的１株当たり四半期利益(円) 4.33 4.84

希薄化後１株当たり四半期利益(円) 4.32 4.83

　
(2) 基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益の算定の基礎

　
前第２四半期連結会計期間
(自2012年７月１日
至2012年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自2013年７月１日
至2013年９月30日)

基本的１株当たり四半期利益及び
希薄化後１株当たり四半期利益の
計算に使用する四半期利益

　 　

親会社の所有者に帰属する四半期
利益(百万円)

5,413 6,049

親会社の普通株主に帰属しない
金額(百万円)

― ―

基本的１株当たり四半期利益の
計算に使用する四半期利益(百万円)

5,413 6,049

利益調整額 　 　

関連会社の発行する新株予約権
に係る調整額(百万円)

△4 △3

希薄化後１株当たり四半期利益の
計算に使用する四半期利益(百万円)

5,409 6,046

基本的１株当たり四半期利益及び
希薄化後１株当たり四半期利益の
計算に使用する普通株式の
加重平均株式数

　 　

基本的１株当たり四半期利益の
計算に使用する普通株式の
加重平均株式数(千株)

1,251,086 1,251,078

希薄化性潜在普通株式の影響　
(千株)

― ―

希薄化後１株当たり四半期利益
の計算に使用する普通株式の
加重平均株式数(千株)

1,251,086 1,251,078
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９　金融商品の公正価値

(1) 償却原価で測定する金融資産及び金融負債

　 　 (単位：百万円)

　

当第２四半期連結会計期間末
(2013年９月30日)

帳簿価額 公正価値

金融資産 　 　

営業債権及びその他の債権 　 　

受取手形及び売掛金 461,496 461,484

合計 461,496 461,484

金融負債 　 　

営業債務及びその他の債務 　 　

支払手形及び買掛金 415,427 415,427

社債及び借入金 　 　

社債(１年内償還予定の社債を含む) 89,757 90,620

長期借入金(１年内返済予定の長期
借入金を含む)

826,324 845,274

合計 1,331,508 1,351,321

　

上記の公正価値の算定方法は次のとおりであります。

　

(a)受取手形及び売掛金

一定の期間ごとに区分した債権ごとに、その将来キャッシュ・フローを、期日までの期間及び

信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　

(b)支払手形及び買掛金

一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローを、期日までの期間及び

信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　

(c)社債及び長期借入金

社債については、市場価格に基づき算定しております。

長期借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。
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(2) 公正価値で測定する金融資産及び金融負債

① 公正価値ヒエラルキーのレベル別分析

次の表は要約四半期連結財政状態計算書において公正価値で測定している金融資産及び金融負債に

ついて、測定を行う際に用いたインプットの重要性を反映した公正価値ヒエラルキーのレベルごとに

分析したものとなっております。なお、非経常的に公正価値で測定している金融資産及び金融負債は

ありません。

レベル１：測定日において当社グループがアクセスできる同一の資産又は負債に関する活発な市場に

おける相場価格(無調整)

レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外の直接に又は間接に観察可能なインプット

レベル３：観察可能でないインプット

　
当第２四半期連結会計期間末(2013年９月30日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

経常的な公正価値測定 　 　 　 　

その他の投資 　 　 　 　

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産

― 321 623 945

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

83,199 ― 46,880 130,080

デリバティブ金融資産
及びデリバティブ金融負債

58 △7,206 ― △7,147

合計 83,258 △6,884 47,504 123,878

　

上記の公正価値の算定方法は次のとおりであります。

　

(a)その他の投資

上場株式については、取引所の価格によっており、公正価値ヒエラルキーレベル１に区分してお

ります。

非上場株式については、割引将来キャッシュ・フローに基づく評価技法、類似会社の市場価格に

基づく評価技法、純資産価値に基づく評価技法、その他の評価技法を用いて算定しており、公正価

値ヒエラルキーレベル３に区分しております。非上場株式の公正価値測定に当たっては、割引率、

評価倍率等の観察可能でないインプットを利用しており、必要に応じて一定の非流動性ディスカウ

ント、非支配持分ディスカウントを加味しております。非上場株式の公正価値の評価方針及び手続

の決定はコーポレートにおいて行っており、評価モデルを含む公正価値測定については、個々の株

式の事業内容、事業計画の入手可否及び類似上場企業等を定期的に確認し、その妥当性を検証して

おります。
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(b)デリバティブ金融資産及びデリバティブ金融負債

通貨関連デリバティブ

為替予約取引、直物為替先渡取引、通貨オプション取引及び通貨スワップ取引については、期末

日の先物為替相場に基づき算出しております。

金利関連デリバティブ

金利スワップについては、将来キャッシュ・フローを満期日までの期間及び信用リスクを加味し

た利率で割り引いた現在価値により算定しております。

商品関連デリバティブ

商品先物取引については、期末日現在の取引所の最終価格により算定しております。商品先渡取

引、商品オプション取引及び商品スワップ取引については、一般に公表されている期末指標価格に

基づいて算定しております。

　

なお、デリバティブ金融資産及びデリバティブ金融負債については公正価値ヒエラルキーレベル

１に区分している商品先物取引を除き、公正価値ヒエラルキーレベル２に区分しております。

　
② 公正価値ヒエラルキーレベル３に区分される経常的な公正価値測定

経常的に公正価値で測定している金融資産及び金融負債のうち公正価値ヒエラルキーレベル３に区

分されるものの増減は次のとおりであります。

　 　 　 (単位：百万円)

　

当第２四半期連結累計期間
(自 2013年４月１日 至 2013年９月30日)

その他の投資

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する金融資産

合計

期首残高 752 41,406 42,159

利得又は損失合計 　 　 　

純損益 △23 ― △23

その他の包括利益 ― 260 260

購入 ― 5,737 5,737

売却・決済 △106 △396 △502

その他 1 △127 △126

期末残高 623 46,880 47,504

　
純損益に認識した利得又は損失は要約四半期連結純損益計算書において「その他の金融収益」又は

「その他の金融費用」に含めております。純損益に認識した利得又は損失合計のうち、第２四半期連

結会計期間末において保有する金融商品に係るものは、当第２四半期連結累計期間において△27百万

円であります。

その他の包括利益に認識した利得又は損失は要約四半期連結純損益及びその他の包括利益計算書に

おいて「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産」に含めております。
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10　偶発債務

当社グループは、子会社以外の会社の銀行借入等に対して、次のとおり保証を行っております。

借手が返済不能となった場合、当社グループは返済不能額を負担し、また付随する損失を負担すること

があります。

　 (単位：百万円)

　
当第２四半期連結会計期間末

(2013年９月30日)

持分法適用会社に対する債務保証 22,753

第三者に対する債務保証 10,035

合計 32,789

　
11　後発事象

当社は2013年３月28日開催の取締役会にて決議された2013年度の普通社債発行の限度額及びその概要に

基づき、2013年10月18日に国内無担保社債を発行いたしました。

その内容は次のとおりであります。

　

1） 発行した社債 第28回無担保社債

2） 社債の総額 金100億円

3） 各社債の金額 金1億円

4） 発行価額の総額 金100億円

5） 発行価格 各社債の金額100円につき金100円

6） 利率 年1.23％

7） 利払日 毎年４月18日及び10月18日

8） 償還の方法 イ.　満期償還

　 ロ.　買入消却

9） 償還価格 各社債の金額100円につき金100円

10）払込期日 2013年10月18日

11）社債の発行日 2013年10月18日

12）償還期限 2020年10月16日

13）発行場所 日本国

14）募集の方法 一般募集

15）物上担保・保証の有無 無担保・無保証

16）資金の使途 2013年10月29日に償還期日を迎えた第15回無担保社債

の償還資金の一部に充当いたしました。

　 　
　

前へ
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２【その他】

2013年11月６日開催の取締役会において、2013年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は

記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

(普通株式)

①　配当金の総額  2,502百万円

②　１株当たりの金額 2円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  2013年12月３日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   橋  本  正  己   印

　 　　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   文　 倉  辰  永   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士    根   本   剛   光    印

独立監査人の四半期レビュー報告書
　

2013年11月13日

双日株式会社

取締役会  御中

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている双
日株式会社の2013年４月１日から2014年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2013年７
月１日から2013年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2013年４月１日から2013年９月30日まで）
に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結純損益計算
書、要約四半期連結純損益及びその他の包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結
キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国
際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにあ
る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号
「期中財務報告」に準拠して、双日株式会社及び連結子会社の2013年９月30日現在の財政状態、同日をもっ
て終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間
のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら
れなかった。
　
強調事項
11　後発事象に記載のとおり、会社は2013年３月28日開催の取締役会決議に基づき、第28回無担保社債を
2013年10月18日に発行した。
当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

　

（注） 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

　　 (四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

EDINET提出書類

双日株式会社(E02958)

四半期報告書

31/31


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１要約四半期連結財務諸表
	(1)要約四半期連結財政状態計算書
	(2)要約四半期連結純損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	(3)要約四半期連結純損益及びその他の包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間
	第２四半期連結会計期間

	(4)要約四半期連結持分変動計算書
	(5)要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

